
さくら国際高等学校 創立２０周年記念事業 寄付申込書 
 

 

学校法人上田煌桜学園 

さくら国際高等学校 理事長 宛 
 

私は、貴校創立二十周年記念事業の趣旨に賛同し、下記の通り寄付を申し込みます。 

 

【寄 付 目 的】   創立２０周年記念事業（新体育館建設）への支援 

【募 集 期 間】   令和７年１１月〜令和１０年１０月末日まで（３年間を予定）※事業の進捗により変更となる場合がございます。 

【寄 付 種 類】   個人の方      ひと口   １万円 （複数口のご支援を賜れますと幸いです）   

【寄 付 種 類】   企業・法人の方  ひと口 １０万円 （複数口のご支援を賜れますと幸いです） 
 

個人の方  企業・法人の方 

ふりがな  ※「御社名（法人名）の正式名称をご記入ください 

 

 
    

※「代表者名をご記入ください 
ご芳名 

 

  

ご住所 

 (所在地) 

〒    － 

 

 

ご連絡先 

（電話番号） 

 

 

寄付金受領証明書 

税制上の優遇措置が受けられます 
必要    ・   不要 

寄付金受領 

証明書宛名 

※上のお名前・ご住所と異なる場合に記入してください。 

寄付金額 口数：        口 合計金額：                     円 

お

申

込

方

法 

□ お振込 

 

振込口座：上田信用金庫 塩田支店 普通 ４０６３０７２ 

振込名義：学校法人 上田煌桜学園    【 ガク）ウエダコウオウガクエ ン 】 

※ 振込手数料については寄付者様のご負担となります。 

※ 「申込者」と「振込人名義」が異なる場合、確認にお時間をいただく場合がございます。 

□ ご持参 学校へ直接ご持参いただくことも可能です。 

 
 

※ 本寄付は 税制上の優遇措置（所得控除または税額控除）の対象となります。詳しくは裏面をご覧ください。 

個人の方は、確定申告により 寄付金控除 を受けることができます。 

企業・法人からのご寄付は、受配者指定寄付金 としてお申し込みいただいた場合は 全額を損金算入 することが可能です。 

※ この 「寄付申込書」 は、 郵送 ・ FAX ・ ご持参 のいずれかの方法でご提出ください。メール等で送付いただく場合は、事務局ま

でご一報ください。 

※ ご不明な点がございましたら、どうぞお気軽に事務局までお問い合わせください。 

 

 

 

 
 
 

【送付先・お問い合わせ先】さくら国際高等学校 二十周年記念事業事務局  寄付担当：亀﨑 秋太郎・児玉 優子 
〒386-1433 長野県上田市手塚 1065  TEL：0268-39-7707   FAX：0268-38-8718  



寄付金に対する税制上の優遇措置について 
 

個人でのご寄付について 

当法人は「税額控除の証明書」および「特定公益増進法人の証明書」の交付を受けております。  

そのため、確定申告において 「税額控除」 または 「所得控除」 のいずれかを選択し、所得税の控除を受けることが可能です。 

控除額は寄付者の所得額や寄付金額によって異なるため、ご自身にとって有利な制度を選択してください。 

税額控除 

所得税率にかかわらず、所得税額から直接寄付金額の約４割が控除されます。 

計算式：（寄付金額 − 2,000 円）× 40％ 

控除対象となる金額は、所得税額の 25％が上限です。 

例：10,000 円寄付 →  3,200 円控除 

所得控除 

寄附者の所得に応じた税率を寄付金額に乗じて控除額が決定されます。 

計算式：（寄付金額 − 2,000 円）× 所得税率 

控除対象となる金額は、その年の年間総所得等の 40％が上限です。 

住民税の控除 

学校法人上田煌桜学園は、長野県の条例指定寄付金対象法人です。  

ご寄付いただいた年の翌年１月１日現在に長野県内に住所を有する方は、住民税控除の対象となります。 

条例指定がある場合、寄付金額から 2,000 円を差し引いた額に対し、県民税 4％、市町村民税 6％が控除されます。 

（両方指定の場合は合計 10％）※各市町村の条例指定状況は長野県のホームページでご確認ください。 

 

企業・法人でのご寄付について 

当法人は「特定公益増進法人」に認定されているため、企業・法人様からのご寄付は、一般寄付金とは別枠で損金算入ができます。 

ただし、この場合は 損金算入に限度額があります。 

一方で、より大きな税制優遇を受けられるのが 「受配者指定寄付金制度」 です。  

この制度を利用すると、寄付金の全額を損金に算入できる（限度額なし） ため、法人税の負担軽減効果が大きくなります。 

企業・法人様が税制上の優遇を最大限に受けられるよう、「受配者指定寄付金制度」でのご寄付を推奨しております。 

受
配
者
指
定
寄
付
金
制
度 

・ 日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）を通じて、指定した学校法人に寄付していただく制度です。 

この制度を利用すると、寄付金の全額を当該事業年度の損金に算入することができます。 

・-手続きは本法人が行い、寄付金受領書は本法人を経由して企業・法人様へお送りします。 

制度のメリット 
寄付金の全額を損金に算入できるため、法人税の負担軽減効果が大きくなります。一般寄付金の損

金算入限度額とは別枠で扱われるため、より確実に税制上の優遇を受けられます。 

お手続きの流れ 

１. 寄付者様 → 本 法 人   

寄付者様より、本法人へご寄付及び寄付申込書をいただく。 

２. 本 法 人 → 私学事業団   

本法人が、私学事業団へ寄付に関する手続きを行う。この送金日が寄付金受領日となります。 

３. 私学事業団 → 本 法 人   

私学事業団が寄付を正式に受領し、受領日を確定した証明書が学校へ送付される。 

４. 本 法 人 → 寄付者様   

学校が証明書を受け取り次第、 寄付者様へ正式な「寄付金受領書」をお送りする。 

ご注意事項 
・ 寄付金の受領日は、私学事業団が寄付金を受領した日付となります。 

・ 決算期直前のご寄付は、寄付金受領日が翌事業年度に属する場合があります。 

 

ご寄付いただいた皆様が、最大限の税制優遇を受けられるよう、当法人事務局が丁寧にサポートさせていただきます。 

制度や手続きについてご不明な点がございましたら、どうぞお気軽にお問い合わせください。 


